
年 月 日

（ ） －

（ ） －

□住宅 □木造
□軽量鉄骨造

□併用住宅 □鉄骨造
□ブロック造

□共同住宅 □鉄筋コンクリート造
□鉄骨鉄筋コンクリート造

□その他住宅 □その他
（ ） （ ）

年 月 日

添付書類
１．耐震改修に要した費用を証する書類（領収書等）
２．現行の耐震基準に適合した工事であることを証する書類
※

個人番号または法人番号（右詰）

電話番号

(

委
任
状
が
必
要

)

代
理
人

住 所

ふ り が な

氏 名

電話番号

住宅耐震改修に伴う固定資産税減額申告書

届 出 年 月 日

（あて先）

(

納
税
義
務
者

)

申
告
者

住 所

宮 若 市 長 様 ふ り が な

氏 名

　地方税法附則第１５条の９第１項の規定に基づく固定資産税の減額を受けるため、宮若

市税賦課徴収条例附則第１０条の３第７項の規定に基づき、申告します。

家
屋
に
関
す
る
事
項

所 在 地 宮若市

種 類 構 造

床 面 積 ㎡
昭和

※昭和５７年１月１日以前に建築された住宅

家 屋 番 号
□ （ ） 登記年月日 □

建築年月日
□ 明治 □ 大正 □

平成

□ 未 登 記 ※未登記の場合不要 年 月 日

明治 □ 大正 □ 昭和 □

備 考

工事完了日から３ヶ月以内
に申告書を提出できなかっ
た理由等を記入してくださ
い。

地方税法施行規則附則第７条第６項の規定に基づく証明書、又は、住宅の品質確保の促進等に関する法
律第５条第１項に規定する住宅性能評価書（耐震改修が行われた後に交付を受け、耐震等級に係る評価
が等級１､２､３であるものに限る。）

耐震改修に要した費用
円

※　改修に要した費用が5０万円超であること

耐震改修の完了年月日
年 月 日

※　令和８年３月３１日までの間であること

受 付 印



１．

２．

３．　家屋に関する事項、改修費用・改修完了日に関する欄には、漏れなく記入してください。
※記入例

□ 住宅 ☑ 木造
□ 軽量鉄骨造

☑ 併用住宅 □ 鉄骨造
□ ブロック造

□ 共同住宅 □ 鉄筋コンクリート造
□ 鉄骨鉄筋コンクリート造

□ その他住宅 □ その他
（ ） （ ）

□ 明治 □ 大正 ☑ 昭和

年 月 日

記入要領
　申告者（納税義務者）の欄には、耐震改修に伴う減額措置の適用を受ける家屋の納税義
務者の住所または所在、及び、氏名または名称、及び、電話番号を記入してください。

　代理人の欄には、納税義務者が法人の場合は法人を代表して申告する人、その他の代理
人の場合はその代理人の住所、氏名及び電話番号を記入してください。
　なお、法人又は代理人の場合は、納税義務者からの委任状を添付してください。

家
屋
に
関
す
る
事
項

所 在 地 宮若市 宮田２９番地１

種 類 構 造

床 面 積 197.20 ㎡ 建築年月日
47 1 7

家 屋 番 号
☑ （ 29-1 ） 登記年月日 □ 平成

□ 未 登 記 ※未登記の場合不要 47 年 1 月 23 日

明治 □ 大正 ☑ 昭和 □

日

耐震改修に要した費用 3,500,000 円

耐震改修の完了年月日 令和 6 年 4 月 5


